
和光都市計画高度地区の変更 （和光市決定）

都市計画高度地区を次のように変更する。

「位置及び区域は、計画図表示のとおり」

［適用除外］

次のいずれかに該当する建築物には、和光都市計画高度地区の決定による建築物の高さの最

高限度制限（以下「最高限度制限」という。）は適用しない。

（１）都市計画施設として定められた建築物

（２）この都市計画決定の告示の日（以下「告示日」という。）に現に存する建築物又は現に

建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物で当該最高限度制限に適合しない部分を有す

るもの（以下｢既存不適格建築物」という。）ただし、工事の着手が告示日の後である大規

模の修繕、大規模の模様替、増築又は建替えに係る建築物を除く。

［特例許可］

次のいずれかに該当する場合で市長が許可した建築物には最高限度制限は適用しない。

（１）既存不適格建築物の大規模の修繕又は大規模の模様替

（２）既存不適格建築物の増築で、最高限度制限の範囲内で行うもの

（３）既存不適格建築物の建替えで、当該建築物の高さの範囲内で行うもの（市長が周辺市街

地の住環境の保全に支障がないと認める場合に限る。）

（４）公益上やむを得ない建築物の建築（市長が周辺市街地の住環境の保全に支障がないと認

める場合に限る。）

［地区計画による特例］

都市計画法第１２条の５第２項第３号に規定する地区整備計画（以下｢地区整備計画｣という。）

により建築物等の高さの最高限度を定める区域内ならびに告示の日に既に定められている地区整

備計画により建築物等の高さの最高限度を定めている区域内で、地区整備計画により定める建築

物等の高さの最高限度が高度地区の建築物の高さの最高限度の範囲内である場合は、当該建築物

の高さの最高限度をこの規定による建築物の高さの最高限度と読み替えて適用する。

理由

和光北インター東部地区については、土地区画整理事業による計画的な市街地整備の実施が確実

となりました。ついては、市街化区域への編入に併せて、周辺市街地の住環境を維持するため、高

度地区を変更するものです。

和光市

種 類 面 積 建築物の高さの最高限度 備考

２５ｍ

高度地区
約５２３．６ｈａ

建築物の高さ（地盤面からの高さによ

る）の最高限度は２５ｍとする。
約９．７ｈａ増

３５ｍ

高度地区
約４４．３ｈａ

建築物の高さ（地盤面からの高さによ

る）の最高限度は３５ｍとする。
変更なし

合計 約５６７．９ｈａ

告 示 年 月 日

令和 5年 10月 6日


